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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

平成26年度第１四半期
連結累計期間

平成27年度第１四半期
連結累計期間

平成26年度

(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

経常収益 百万円 13,367 14,566 55,027

　うち信託報酬 百万円 ― ― ―

経常利益 百万円 2,733 2,847 9,552

親会社株主に帰属する四半期
純利益

百万円 2,337 6,271 ―

親会社株主に帰属する当期
純利益

百万円 ― ― 5,553

四半期包括利益 百万円 3,206 5,833 ―

包括利益 百万円 ― ― 9,343

純資産額 百万円 93,950 104,880 99,812

総資産額 百万円 2,068,857 2,217,608 2,192,114

１株当たり四半期純利益金額 円 61.71 164.94 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 146.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 61.63 164.17 ―

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

円 ― ― 145.57

自己資本比率 ％ 4.44 4.62 4.45

信託財産額 百万円 ― ― ―

(注) １．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３．自己資本比率は、(（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

４．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当社１社です。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。
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２ 【事業の内容】

当行グループは、当行と連結子会社７社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務、信

用保証業務などの金融サービスを提供しております。

当第１四半期連結会計期間における、各部門にかかる主な事業内容の変更と連結会社の異動は、次のとおりであり

ます。

〔銀行業〕

主な事業内容の変更と連結会社の異動はありません。

〔リース業〕

主な事業内容の変更と連結会社の異動はありません。

〔その他〕

当行は平成27年４月２日に株式会社ＯＣＳを連結子会社といたしました。同社はクレジットカード業務、個別信用

購入斡旋業務等を行っております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事業等のリスクについては、

前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

該当ありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
業績の状況

平成28年3月期第１四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年6月30日まで）の国内経済は、個人消費

や設備投資に持ち直しの動きがみられ、企業収益や雇用情勢が改善傾向にあることから、緩やかな回復基調が続

きました。

沖縄県経済は、観光関連が外国客の大幅増加により入域観光客の増勢が続いたことから好調を続け、個人消費

や建設関連も概ね好調を続けたことから、拡大の動きが強まりました。

このような環境のもと、当行グループの当第１四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

経常収益は、リース業における売上増加に伴うその他業務収益の増加や貸出金利息の増加等による資金運用収

益の増加などにより、前年同期を11億98百万円上回る145億66百万円となりました。

一方、経常費用は、リース業における売上原価の増加に伴うその他業務費用の増加や株式会社ＯＣＳの連結子

会社化による営業経費の増加などにより、前年同期を10億83百万円上回る117億18百万円となりました。

この結果、経常利益は前年同期を１億14百万円上回る28億47百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利

益は、株式会社ＯＣＳの連結子会社化による負ののれん発生益の計上もあり、前年同期を39億33百万円上回る62

億71百万円となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①銀行業

経常収益は前年同期比83百万円増加の97億29百万円となり、セグメント利益は前年同期比83百万円増加の23

億77百万円となりました。

②リース業

経常収益は前年同期比7億9百万円増加の40億48百万円となり、セグメント利益は前年同期比46百万円増加の2

億25百万円となりました。

③その他

銀行業、リース業を除くその他の経常収益は、当第１四半期連結累計期間において連結子会社が増加したこ

とを主要因に、前年同期比4億58百万円増加の14億38百万円となりました。一方で、セグメント利益は信用保証

業務等の金融サービスにおける与信コストの増加で前年同期比1億13百万円減少の2億30百万円となりました。

財政状態について、当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比254億円増加の2兆2,176億円

となりました。純資産は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末比50億円増加の1,048億円となりました。

主要勘定としては、預金は個人預金、公金預金が好調に推移したことから、前連結会計年度末比233億円増加の

1兆9,813億円となりました。貸出金は、個人向けは住宅ローンやアパートローンを中心に引き続き好調に推移し

ましたが、法人向けが工事運転資金貸出の減少等例年の季節的な要因により減少し、前連結会計年度末比242億円

減少の1兆3,633億円となりました。有価証券は投資信託等その他の証券の増加等により前連結会計年度末比162億

円増加の5,926億円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間における資金運用収支は71億96百万円、役務取引等収支は11億98百万円、その他業務

収支は5億51百万円となっております。

部門別にみますと、国内部門の資金運用収支は70億26百万円、国際部門の資金運用収支は1億74百万円となってお

ります。

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 6,836 82 4 6,913

当第１四半期連結累計期間 7,026 174 4 7,196

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 7,430 115 56

2
7,488

当第１四半期連結累計期間 7,666 241 103
16

7,787

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 594 33 51

2
574

当第１四半期連結累計期間 640 67 99
16
591

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,251 7 251 1,007

当第１四半期連結累計期間 1,461 2 266 1,198

　うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,245 15 407 1,853

当第１四半期連結累計期間 2,592 15 460 2,148

　うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 993 8 155 845

当第１四半期連結累計期間 1,130 12 193 949

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 566 54 20 599

当第１四半期連結累計期間 490 92 30 551

　うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 3,572 54 21 3,604

当第１四半期連結累計期間 4,100 119 37 4,183

　うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 3,006 ― 1 3,004

当第１四半期連結累計期間 3,610 27 6 3,631

(注) １ 国内業務部門は当行の円建取引及び子会社取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２ 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の

利息であります。

３ 相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間における役務取引等収益は21億48百万円、そのうちクレジットカード業務によるもの4

億65百万円、為替業務によるもの3億9百万円となっております。一方、役務取引等費用は9億49百万円、そのうち為

替業務によるもの82百万円となっております。その結果、役務取引等収支は11億98百万円となっております。

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,245 15 407 1,853

当第１四半期連結累計期間 2,592 15 460 2,148

　うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 238 ― ― 238

当第１四半期連結累計期間 269 ― ― 269

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 295 15 1 309

当第１四半期連結累計期間 295 15 1 309

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 232 ― ― 232

当第１四半期連結累計期間 225 ― ― 225

　うちクレジット
　カード業務

前第１四半期連結累計期間 261 ― ― 261

当第１四半期連結累計期間 465 ― ― 465

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 315 0 138 176

当第１四半期連結累計期間 338 0 175 163

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 7 ― ― 7

当第１四半期連結累計期間 2 ― ― 2

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 993 8 155 845

当第１四半期連結累計期間 1,130 12 193 949

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 68 8 ― 76

当第１四半期連結累計期間 69 12 ― 82

(注) １ 国内業務部門は当行の円建取引及び子会社取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。

２ 相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○預金の種類別残高(末残)
　

種類 期別
国内 国際 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 1,865,131 36,292 6,968 1,894,455

当第１四半期連結会計期間 1,951,613 37,756 8,063 1,981,306

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 913,337 ― 6,968 906,369

当第１四半期連結会計期間 992,983 ― 8,063 984,920

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 922,701 ― ― 922,701

当第１四半期連結会計期間 927,453 ― ― 927,453

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 29,092 36,292 ― 65,384

当第１四半期連結会計期間 31,176 37,756 0 68,932

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第１四半期連結会計期間 1,865,131 36,292 6,968 1,894,455

当第１四半期連結会計期間 1,951,613 37,756 8,063 1,981,306

(注) １ 国内業務部門は当行の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引は国際業務部門に含めております。

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３ 定期性預金＝定期預金

４ 相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。

　
国内・海外別貸出金残高の状況

○業種別貸出状況(末残・構成比)
　

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,297,459 100.00 1,363,332 100.00

　製造業 47,831 3.69 44,896 3.29

　農業、林業 2,192 0.17 2,333 0.17

　漁業 539 0.04 490 0.04

　鉱業、採石業、砂利採取業 2,626 0.20 1,822 0.13

　建設業 51,835 3.99 51,574 3.78

　電気・ガス・熱供給・水道業 5,867 0.45 5,722 0.42

　情報通信業 7,166 0.55 6,898 0.51

　運輸業、郵便業 22,306 1.72 20,967 1.54

　卸売業、小売業 103,385 7.97 89,414 6.56

　金融業、保険業 30,057 2.32 32,930 2.41

　不動産業、物品賃貸業 316,053 24.36 346,539 25.42

　医療・福祉 61,643 4.75 70,915 5.20

　その他のサービス 75,397 5.81 80,001 5.87

　地方公共団体 105,685 8.15 109,488 8.03

　その他 464,865 35.83 499,330 36.63

合計 1,297,459 100.00 1,363,332 100.00

(注) １ 国内とは当行及び国内子会社であります。

２ 海外及び特別国際金融取引勘定分については、該当ありません。

　
「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、当社１社で

す。

なお、前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末においては、信託の受託残高はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,508,470 同左
東京証券取引所
(市場第一部)
福岡証券取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,508,470 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当ありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年６月30日 ― 38,508 ― 54,127 ― 10,000

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

488,100
― 普通株式であります。

完全議決権株式(その他) 37,831,500 378,315 普通株式であります。

単元未満株式 188,870 ― 普通株式であります。

発行済株式総数 38,508,470 ― ―

総株主の議決権 ― 378,315 ―

(注)１ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個)

含まれております。

２ 「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式３株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　当 行

沖縄県那覇市久茂地
１丁目11番１号

488,100 ─ 488,100 1.26

計 ― 488,100 ─ 488,100 1.26

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成27年４月１日 至

平成27年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

現金預け金 151,026 162,266

コールローン及び買入手形 644 1,975

買入金銭債権 309 291

商品有価証券 - 10

金銭の信託 2,121 2,108

有価証券 576,390 592,641

貸出金 ※1  1,387,619 ※1  1,363,332

外国為替 1,390 3,948

リース債権及びリース投資資産 20,079 20,918

その他資産 23,485 41,001

有形固定資産 21,186 21,654

無形固定資産 3,674 3,717

繰延税金資産 4,732 4,677

支払承諾見返 8,546 8,925

貸倒引当金 △9,091 △9,860

資産の部合計 2,192,114 2,217,608

負債の部

預金 1,957,984 1,981,306

債券貸借取引受入担保金 20,458 20,991

借用金 60,800 52,733

外国為替 84 181

社債 20,000 20,000

その他負債 19,307 22,194

賞与引当金 552 144

退職給付に係る負債 1,748 1,844

役員退職慰労引当金 5 6

睡眠預金払戻損失引当金 172 172

偶発損失引当金 223 202

ポイント引当金 - 126

利息返還損失引当金 - 1,120

繰延税金負債 - 359

再評価に係る繰延税金負債 2,417 2,417

支払承諾 8,546 8,925

負債の部合計 2,092,301 2,112,728

純資産の部

資本金 54,127 54,127

資本剰余金 10,060 10,060

利益剰余金 28,533 34,044

自己株式 △572 △572

株主資本合計 92,148 97,659

その他有価証券評価差額金 4,711 4,336

繰延ヘッジ損益 0 0

土地再評価差額金 1,429 1,429

退職給付に係る調整累計額 △681 △826

その他の包括利益累計額合計 5,459 4,940

新株予約権 196 196

非支配株主持分 2,008 2,084

純資産の部合計 99,812 104,880

負債及び純資産の部合計 2,192,114 2,217,608
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

経常収益 13,367 14,566

資金運用収益 7,488 7,787

（うち貸出金利息） 6,547 6,800

（うち有価証券利息配当金） 890 917

役務取引等収益 1,853 2,148

その他業務収益 3,604 4,183

その他経常収益 ※1 420 ※1 447

経常費用 10,634 11,718

資金調達費用 574 591

（うち預金利息） 468 466

役務取引等費用 845 949

その他業務費用 3,004 3,631

営業経費 5,952 6,213

その他経常費用 ※2 256 ※2 332

経常利益 2,733 2,847

特別利益 1,075 4,374

固定資産処分益 0 0

負ののれん発生益 1,074 4,366

段階取得に係る差益 - 8

特別損失 518 1

固定資産処分損 3 1

段階取得に係る差損 514 -

税金等調整前四半期純利益 3,289 7,221

法人税、住民税及び事業税 586 578

法人税等調整額 303 294

法人税等合計 889 873

四半期純利益 2,400 6,348

非支配株主に帰属する四半期純利益 63 76

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,337 6,271
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 2,400 6,348

その他の包括利益 806 △515

その他有価証券評価差額金 757 △371

繰延ヘッジ損益 △6 0

退職給付に係る調整額 58 △144

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 -

四半期包括利益 3,206 5,833

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,143 5,752

非支配株主に係る四半期包括利益 63 80
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【注記事項】

　
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　
当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　
当第１四半期連結会計期間より、株式会社ＯＣＳの株式を追加取得し同社を子会社としたため、同社を連結の範囲

に含めております。この結果、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与えるこ

とは確実と認められ、特別利益として負ののれん発生益43億66百万円を計上すること等により、親会社株主に帰属す

る当期純利益の増加になると考えられます。

なお、持分法適用の範囲の変更はありません。

　

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等

を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更してお

ります。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ

る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いた

します。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業分

離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

破綻先債権額 638百万円 723百万円

延滞債権額 27,404百万円 28,793百万円

３ヵ月以上延滞債権額 358百万円 1,536百万円

貸出条件緩和債権額 2,593百万円 3,409百万円

合計額 30,994百万円 34,463百万円

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

株式等売却益 30百万円 179百万円

償却債権取立益 259百万円 97百万円

　

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

貸出金償却 40百万円 121百万円

貸倒引当金繰入額 83百万円 112百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 542百万円 607百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 569 15.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当ありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 760 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当ありません。

　
　３．株主資本の著しい変動

当第１四半期連結会計期間より、株式会社ＯＣＳを連結子会社としております。この結果、特別利益として負の

のれん発生益43億66百万円を計上したこと等により、当第１四半期連結累計期間において利益剰余金が55億11百万

円増加し、当第１四半期連結会計期間末において利益剰余金が340億44百万円となっております。

　

決算短信 （宝印刷）  2015年08月06日 19時55分 16ページ （Tess 1.40 20131220_01）

15



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損
益計算書計上

額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する
　経常収益

9,544 3,315 12,859 507 13,367 ― 13,367

セグメント間の
　内部経常収益

101 23 124 472 597 △597 ―

計 9,645 3,338 12,984 980 13,964 △597 13,367

セグメント利益 2,294 179 2,473 343 2,817 △83 2,733

(注)１ 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていないセグメントであり、クレジットカード業務、信用保証

業務等であります。

３ 「調整額」は主にセグメント間取引消去であります。

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書計上額の経常利益と調整を行っております。

　
　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当ありません。

　
　(のれんの金額の重要な変動)

　該当ありません。

　
　(重要な負ののれん発生益)

銀行業セグメントにおいて、当第１四半期連結累計期間に、従来持分法適用関連会社であった株式会社琉球リー

スの株式を追加取得し、連結子会社としたことに伴い負ののれん発生益1,025百万円を計上しておりますが、特別利

益に区分されるため、上表には含めておりません。

　
当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損
益計算書計上

額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する
　経常収益

9,564 3,974 13,538 1,027 14,566 ― 14,566

セグメント間の
　内部経常収益

165 73 238 411 649 △649 ―

計 9,729 4,048 13,777 1,438 15,215 △649 14,566

セグメント利益 2,377 225 2,603 230 2,833 14 2,847

(注)１ 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていないセグメントであり、クレジットカード業務、信用保証

業務等であります。

３ 「調整額」は主にセグメント間取引消去であります。

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書計上額の経常利益と調整を行っております。

　
　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当ありません。
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　(のれんの金額の重要な変動)

　該当ありません。

　
　(重要な負ののれん発生益)

当行が、当第1四半期連結累計期間に、沖縄県の信販会社である株式会社ＯＣＳの株式を追加取得し、連結子会社

としたことに伴い負ののれん発生益4,366百万円、ならびに段階取得に係る差益8百万円を計上しておりますが、ど

ちらも特別利益に区分されるため、上表には含めておりません。

(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものについて開示しております。

四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。

　前連結会計年度(平成27年３月31日)

科 目
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預け金 151,026 151,026 ―

(2) コールローン及び買入手形 644 644 ―

(3) 有価証券

　 満期保有目的の債券 38,683 39,863 1,179

　 その他有価証券 534,709 534,709 ―

(4) 貸出金 1,387,619

　 貸倒引当金（＊１） △7,558

　 貸倒引当金控除後 1,380,060 1,391,425 11,364

資産計 2,105,125 2,117,669 12,544

(1) 預金 1,957,984 1,958,652 △668

(2) 借用金 60,800 59,862 938

(3) 社債 20,000 19,990 9

負債計 2,038,785 2,038,505 279
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　当第１四半期連結会計期間(平成27年６月30日)

科 目
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預け金 162,266 162,266 ―

(2) コールローン及び買入手形 1,975 1,975 ―

(3) 有価証券

満期保有目的の債券 35,951 37,044 1,092

その他有価証券 554,033 554,033 ―

(4) 貸出金 1,363,332

貸倒引当金（＊１） △7,989

貸倒引当金控除後 1,355,343 1,367,384 12,040

資産計 2,109,571 2,122,704 13,133

(1) 預金 1,981,306 1,981,956 △650

(2) 借用金 52,733 52,061 672

(3) 社債 20,000 19,992 7

負債計 2,054,039 2,054,010 29

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

資 産

(1) 現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金については、重要性が乏しいこと及びそのすべてが、残存期間1年以内の短期であること

から、当該帳簿価額を時価としております。

(2) コールローン及び買入手形

約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。

(3) 有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信

託は、公表されている基準価格又は取引金融機関から提示された基準価格によっております。

なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。

(4) 貸出金

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をTIBOR等適切な指

標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて時価を算定しております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在

価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算

日(連結決算日)における四半期連結貸借対照表(連結貸借対照表)上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控

除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについ

ては、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を

時価としております。

　

※「買入金銭債権」、「商品有価証券」、「金銭の信託」、「外国為替」、「その他資産」については重要性が乏しい

ため注記を省略しております。
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負 債

(1) 預金

要求払預金については、四半期連結決算日(連結決算日)に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ

なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引い

て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。

(2) 借用金

固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定さ

れる利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期（１年以内）のもの並びに重要性

が乏しいものについては、時価は帳簿価額と近似していると想定されるため、当該帳簿価額を時価としており

ます。

(3) 社債

当行の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

　

※「外国為替」については重要性が乏しいため注記を省略しております。
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(有価証券関係)

※１ 企業集団の事業の運営において重要なものについて開示しております。

※２ 四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権を

含めて記載しております。

1.満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 24,450 25,314 863

地方債 1,219 1,222 2

社債 13,013 13,327 314

合計 38,683 39,863 1,179

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 24,440 25,252 812

地方債 ― ― ―

社債 11,511 11,791 280

合計 35,951 37,044 1,092

2.その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 4,981 6,651 1,669

債券 428,312 431,274 2,962

　国債 236,709 238,485 1,775

　地方債 18,057 18,207 149

　社債 173,544 174,582 1,037

その他 94,889 97,093 2,204

合計 528,183 535,019 6,836

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 5,109 7,303 2,194

債券 429,086 431,982 2,895

　国債 242,566 244,277 1,711

　地方債 19,056 19,226 169

　社債 167,464 168,478 1,013

その他 113,838 115,038 1,199

合計 548,035 554,324 6,289

（注） その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落しており、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連

結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として

処理（以下、「減損処理」という。）しております。

　前連結会計年度及び当第１四半期連結累計期間における減損処理額はありません。
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（企業結合等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

取得による企業結合

当行は、沖縄県の信販会社である株式会社ＯＣＳの株式を平成27年４月２日に追加取得し、当行の連結子会社と

いたしました。

取得による企業結合は以下のとおりであります。

１ 企業結合の概要

（1） 被取得企業の名称及び事業の内容

　 被取得企業の名称 株式会社ＯＣＳ

　 事業の内容 クレジットカード、個別信用購入斡旋業等

（2） 企業結合を行った主な理由

沖縄県内のリーディングバンクである当行は、「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する

銀行」を経営理念に、平成27年４月から開始した新中期経営計画「Shared Value2015」において、「グループ

総合力の発揮による顧客提供価値の確立」を掲げ、地域から圧倒的な支持をいただけるりゅうぎんグループ

の実現を目指しているところであります。

一方、株式会社ＯＣＳは、「クレジットサービスの提供を通して、県民生活にゆとりと安心の輪を広げ、地

域社会の発展に貢献します」という企業理念のもとで、地域流通大手との提携クレジットカードの発行や、

中古車を中心とした個品信用購入斡旋に強みを持つ沖縄県内に拠点を置く地場の信販会社であります。

このようななか、当行は同社を子会社化することにより、従来当行グループと取引のなかった顧客を含め、

リテール部門の基盤拡大を図るとともに、当行グループ各社との連携によって、両社共通の理念である「地

域社会の発展」につながる新たなサービスの展開が期待できるものと判断いたしました。

今後、当行ならびに株式会社ＯＣＳは、金融サービスの一層の充実を図りつつ、連結ベースでの収益力及

びグループの企業価値向上に取り組んでまいります。

（3） 企業結合日

平成27年４月２日

（4） 企業結合の法的形式

　 現金を対価とする株式取得

（5） 結合後企業の名称

　 結合後企業の名称に変更はありません

（6） 取得した議決権比率

　 取得直前に所有していた議決権比率 5％

　 企業結合日に追加取得した議決権比率 95％

　 取得後の議決権比率 100％

（7） 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、議決権の100％を保有することになったためであります。

２ 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　 平成27年４月１日から平成27年６月30日

３ 被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に保有していた株式会社ＯＣＳの普通株式の時価 1百万円

企業結合日に追加取得した株式会社ＯＣＳの普通株式の時価 32百万円

取得原価 33百万円

　
４ 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　 段階取得に係る差益 8百万円

５ 負ののれん発生益の金額及び発生原因

　（1） 負ののれん発生益の金額 4,366百万円

　（2） 発生原因 取得時の時価純資産額が取得原価を上回ったためであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 61.71 164.95

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 2,337 6,271

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益

百万円 2,337 6,271

普通株式の期中平均株式数 千株 37,876 38,020

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 61.63 164.18

(算定上の基礎)

普通株式増加数 千株 51 178

　

(重要な後発事象)

　該当ありません。

　

２ 【その他】

　該当ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月10日

株式会社琉球銀行

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 竹 栄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 耕 田 一 英 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 川 琢 也 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社琉球銀

行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社琉球銀行及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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